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中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 26日
親 会 社 名 － (コード番号:    )－ 親会社における当社の株式保有比率： － ％
米国会計基準採用の有無 無

1.16年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成16年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       29,708    △7.0          64   △86.9       2,282 1,173.9
15年 9月中間期       31,959    △5.3         491   342.5         179－

16年 3月期       93,322－        1,930－        2,317－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

16年 9月中間期        2,349 1,731.9          21.52          0.00
15年 9月中間期          128－           1.06          0.00

16年 3月期        1,683－          14.66          0.00

(注 )1.持分法投資損益 16年 9月中間期 2,542百万円 15年 9月中間期            3百万円
16年 3月期        1,141百万円

2.期中平均株式数(連結) 16年 9月中間期    109,207,534株 15年 9月中間期    120,543,294株
16年 3月期    114,843,752株

3.会計処理方法の変更 有
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期      136,393      34,591     25.4         316.52
15年 9月中間期      139,764      30,372     21.7         278.27

16年 3月期      135,745      32,784     24.2         300.39
(注 )期末発行済株式数(連結) 16年 9月中間期    109,288,794株 15年 9月中間期    109,146,868株

16年 3月期    109,140,048株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
16年 9月中間期         △448         △562         △311       10,412
15年 9月中間期       △2,776         △863        2,232      12,031

16年 3月期       △1,333         △434           69      11,735

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    5     0     3

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社    0     0     0     0

2.17年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成16年 4月 1日 平 成17年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       90,000       4,300       3,500

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          32円07銭

※ 上 記 の 予 想 に は 、 本 紙 の 発 表 日 現 在 の 将 来 に 対 す る 前 提 ・ 見 通 し ・ 計 画 に 基 づ く 予 想 が 含 ま れ て お
  り ま す 。
※ 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
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１．企業集団の状況 
添付資料 

 

 当グループは、当社、子会社７社、関連会社４社で構成され、建設事業及び不動産事業等を主な事業の内容とし

ております。 

 当グループの事業に係わる位置づけ及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

 

 建 設 事 業 当社は総合建設業を営んでおり、連結子会社である㈱九創、新総建設㈱、大丸防音㈱と他３社が

施工協力を行い、当社は工事の一部を発注しております。 

 

 不動産事業等 当社は不動産事業等を営んでおり、連結子会社である㈱ﾍﾙｽｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ、㈱都市空間と他１社、並

びに持分法適用関連会社である田浦開発㈱、門司港開発㈱が同様に不動産事業等を営み、当社は㈱

都市空間等に不動産の一部の管理を委託しております。 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

得     意     先 

         
         
         
 当     社    

 建 設 事 業 不動産事業等    

         

 工事の施工                不動産の販売・賃貸 

         
    不動産の賃貸   

 連結子会社       

 ㈱九創   連結子会社   

 新総建設㈱   ㈱ヘルスエンタープライズ  

 大丸防音㈱   ㈱都市空間   

        

 非連結子会社   非連結子会社   

 タイ若築㈱   ㈱レック   

        

 関連会社   関連会社   

 旭建設㈱   田浦開発㈱※   

 

建 

設 

事 

業 

佐藤工業㈱※   門司港開発㈱※  

不 

動 

産 

事 

業 

等 

 

  

                                       ※持分法適用会社 
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２．経営方針 
（１） 会社の経営の基本方針 
 当社は「良質の建設サービスを安全かつ経済的に顧客に提供し、社会に貢献する」ことを企業理念と
して掲げ、長期的に安定して存続・発展していく企業を目指して、経営の効率化・合理化を推進し、経
営体質の改善と業績の安定的向上に努めております。 
 この企業理念は子会社、関連会社についても同様であり、グループの力を結集して、顧客の満足を得
られるよう、努力してまいります。 
 

（２） 会社の利益配分に関する事項 
 株主に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと捉え、長期安定的な配当の継続を利益配分の基本
にするとともに、健全な経営基盤の維持を目的とした財務体質の改善と、競争力の強化のための技術開
発に資するため、内部留保の充実に努めてまいります。 
 

（３） 会社の対処すべき課題 

 当社は、市場の縮小による競争激化のなか、下記の項目を基本方針として、業績の向上に努めてまい
ります。 

・ 事業規模に見合った体制への変革 

・ 技術力、営業力の強化による安定的な受注の確保 

・ 経費の削減および財務体質の強化 

・ 法令遵守および安全管理の徹底 

・ 提携先との相互補完による競争力の強化 
 

（４） 会社の中長期的な経営戦略 

当社は、経営基盤強化のため、安定的な受注の確保と収益力の強化をめざすとともに、生産効率の改
善と業務の合理化･効率化を推し進めてまいります。 
 その一環として、当社がこれまで培った実績と技術で、社会的ニーズの高い環境関連事業、社会福祉
関連事業、PFI事業等の新しい分野についても積極的に取り組んでまいります。 

また、顧客の満足度を高め、信頼を得ることを目的とした「若築ブランドの再生」を実現するため、
アクションプランを策定し、技術力の向上、技術営業力の強化を推進しております。 

経費の削減および財務体質の強化の観点からは、徹底したコスト管理を実施するとともに有利子負債
の軽減を目指してまいります。 
 再建支援のため出資参加いたしました佐藤工業株式会社との業務連携につきましては、技術交流や資
産の相互利用等の相互補完体制の確立・強化に取り組んでおります。 
 

（５） コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
経営環境の変化に対応するため、取締役会につきましては、取締役の員数の適正化をはかり、迅速な

意思決定を行うことが出来る経営体制をとるとともに、適切な開示を行うことにより、経営の透明性、
健全性の確保に努めております。 

②コーポレート・ガバナンスに関するその施策の実施状況 

・ 取締役会は原則月１回開催し、法令及び定款に定められた事項ならびに経営に関する重要事項

について審議、決定を行うとともに、取締役および執行役員の業務執行状況を監督しておりま

す。 

・ 平成１３年６月以降執行役員制度を導入しており、経営責任と執行責任の明確化を図っており

ます。 

・ 監査役につきましては、従来より半数を社外監査役とし、取締役会およびその他の重要な会議

への出席、重要な決裁書類等の閲覧および実地監査を通じて、取締役の職務執行を監視・監査

しております。 

・ 企業倫理および法令遵守の徹底をはかるため、企業行動規範を制定しております。 

・ 内部統制部門としては本社組織としてコンプライアンス室を設置しており、業務監査の実施等

により法令遵守の徹底と企業倫理の確立を図っております。 
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３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 

① 当中間期の概況 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や民間設備投資の増加等、長く続いた

景気低迷から緩やかな回復の兆しが見受けられるようになりました。しかしながら、原油価格の高騰
等からくる景気減速懸念や年金問題等、一部に不安材料もあり、先行きの不透明感も完全には払拭さ
れておりません。 

建設業界におきましては、国及び地方公共団体の厳しい財政状況から公共事業の削減政策に変化は
見られず、建設投資全体の減少が続く中、厳しい状況で推移いたしました。 

当連結グループはこのような状況の下で、安定的な受注の確保と工事採算性の向上のため経費削減
等の懸命な努力を続けてまいりました。 

当期の業績につきましては、当社（単独）の受注高は356億円（前年同期比13.1％増）、連結売上
高は297億円（前年同期比7.0％減）となりました。その結果、営業利益は0.6億円（前年同期比
86.9％減）と減少しましたが、主に持分法適用関連会社の業績向上により、経常利益は22.8億円（前
年同期比1173.9％増）、当期純利益は23.4億円（前年同期比1731.9％増）とそれぞれ増加しました。 

事業の種類別セグメントごとの業績を示すと次のとおりであります。（事業の種類別セグメントご
との業績については、セグメント間の内部売上高等を含めて記載しております。） 

（建設事業） 
建設事業を取り巻く環境は、公共投資の削減等により依然として厳しい状態が続いています。この

ような状況の下、当連結グループの売上高は276億円（前年同期比3.5％減）、営業損失は6.5億円
（前年同期は営業損失0.4億円）となりました。営業損失となりましたのは、主に売上高の計上が下
半期に偏る業種的な季節変動要因によるためであります。 

（不動産事業等） 
不動産事業等をとりまく環境も依然として厳しい状況であり、市況は低迷したままであります。こ

のような状況の下、不動産販売・賃貸を中心に堅実な営業活動を行った結果、当連結グループの売上
高は21億円（前年同期比36.5％減）、営業利益は7.2億円（前年同期比34.0％増）となりました。 

 

 ② 通期の見通し 
今後の見通しにつきましては、国内において、先行きに対する不安感から設備投資、個人消費はと

もに低迷が続くものと思われます。 
建設業界におきましても、市場全体の縮小傾向が続き、厳しさを増すことが予想され、不動産事業

等におきましても、市況の急速な回復は難しいものと考えております。 
これらの状況を踏まえ、当連結グループの平成１７年３月期の業績予想につきましては、売上高

900億円、経常利益43億円、また純利益35億円を予想しております。 
なお、配当金（当社）につきましては、１株につき年３円を予定しております。 
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（２） 財政状態 

① 当中間期の概況 

 当社及び連結子会社は､キャッシュ・フローの安定化を図りながら､財務体質の改善・資産の効率化に取り組んでお

ります。 

  当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローについては、税金等調整前中間純利益が23.7億円となり

ましたが、未成工事支出金が増加したこと等により4.4億円の資金の減少(前年同期は27.7億円の減少)となりました。 

  投資活動によるキャッシュ・フローについては、主に貸付による支出等により5.6億円の資金の減少(前年同期は

8.6億円の減少)となりました。 

  財務活動によるキャッシュ・フローについては、主に長期借入金が増加したものの、約定返済をすすめた結果、

3.1億円の資金の減少(前年同期は22.3億円の増加)となりました。 

  以上の結果、現金及び現金同等物中間期末残高は期首残高から13.2億円減少し、104.1億円となりました。 

 

② キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

 平成１５年９月期 平成１６年９月期 平成１６年３月期 

自己資本比率 21.7％ 25.4％ 24.2％ 

時価ベースの自己資本比率 10.9％ 13.0％ 12.2％ 

債務償還年数 － － － 

インタレスト・カバレッジ・レシオ － － － 
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4-（１）.中間連結貸借対照表 
 

  
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金預金 ※１  12,173   10,560   11,858  

受取手形・完成工
事未収入金等   18,792   18,543   28,587  

販売用不動産 ※１  11,286   11,903   12,553  

未成工事支出金   29,663   26,083   15,679  

不動産事業等支出
金 

  7,928   7,907   6,587  

繰延税金資産   2,415   2,449   2,444  

その他   7,802   6,021   7,931  

貸倒引当金   △106   △95   △132  

流動資産合計   89,956 64.4  83,374 61.1  85,510 63.0 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

建物・構築物 ※１  12,031   11,937   11,963  

機械・運搬具・
工具器具備品   5,630   5,087   5,053  

船舶   7,282   7,087   7,321  

土地 ※１  20,984   20,415   20,627  

建設仮勘定   7   12   2  

減価償却累計額   △16,191   △16,008   △16,004  

有形固定資産計   29,745   28,532   28,963  

２．無形固定資産   141   164   161  

３．投資その他の資産           

投資有価証券   7,608   11,975   9,893  

繰延税金資産   8,152   7,294   
7,031 

  

その他   4,769   5,467   4,625  

貸倒引当金   △660   △464   △481  

投資その他の資産
計 

  19,870   24,273   21,070  

固定資産合計   49,756 35.6  52,970 38.9  50,194 37.0 

 Ⅲ 繰延資産   51 0.0  47 0.0  41 0.0 

資産合計   139,764 100  136,393 100  135,745 100 
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前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 金額（百万円） 

構成比 
（％） 

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形・工事未
払金等   28,264   24,951   33,448  

社債（1年以内償
還予定）   392   652   392  

短期借入金 ※１  27,228   25,553   27,585  

未払法人税等   82   113   73  

未成工事受入金等   22,367   19,780   11,577  

賞与引当金   512   411   524  

完成工事補償引当
金   37   20   35  

その他   3,831   4,463   5,235  

流動負債合計   82,716 59.2  75,946 55.7  78,872 58.1 

Ⅱ 固定負債           

社債   1,568   2,216   1,372  

長期借入金 ※１  17,348   15,986   15,024  

退職給付引当金   5,107   5,034   5,061  

役員退職慰労引当
金   298   214   321  

開発事業損失引当
金   －   260   260  

その他   2,134   1,895   1,862  

固定負債合計   26,456 18.9  25,606 18.7  23,901 17.6 

負債合計   109,172 78.1  101,553 74.4  102,774 75.7 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   220 0.2  248 0.2  186 0.1 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   15,431 11.0  15,431 11.3  15,431 11.4 

Ⅱ 資本剰余金   16,080 11.5  16,086 11.8  16,080 11.9 

Ⅲ 利益剰余金   △903 △0.7  2,652 2.0  698 0.5 

Ⅳ 土地再評価差額金   1,802 1.3  1,819 1.3  1,750 1.3 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   217 0.2  838 0.6  1,081 0.8 

Ⅵ 自己株式 ※１  △2,256 △1.6  △2,237 △1.6  △2,257 △1.7 

資本合計   30,372 21.7  34,591 25.4  32,784 24.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計   139,764 100  136,393 100  135,745 100 
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4-（２）.中間連結損益計算書 
 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 

百分比 
（％） 金額（百万円） 

百分比 
（％） 金額（百万円） 

百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高           

完成工事高  28,606   27,609   86,661   

不動産事業等売上
高  3,353 31,959 100 2,098 29,708 100 6,660 93,322 100 

Ⅱ 売上原価           

完成工事原価  26,758   26,542   81,778   

不動産事業等売上
原価  2,538 29,297 91.7 1,088 27,630 93.0 5,543 87,321 93.6 

売上総利益           

 完成工事総利益  1,847   1,067   4,883   

 不動産事業等総 
 利益  814 2,662 8.3 1,010 2,077 7.0 1,117 6,000 6.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 ※１  2,170 6.8  2,013 6.8  4,069 4.3 

営業利益   491 1.5  64 0.2  1,930 2.1 

Ⅳ 営業外収益           

受取利息  34   29   59   

受取配当金  50   55   68   

持分法による投資
利益  3   2,542   1,141   

保険収入  36   －   45   

その他  37 161 0.5 76 2,702 9.1 78 1,393 1.5 

Ⅴ 営業外費用           

支払利息  453   468   954   

その他  19 473 1.4 16 484 1.6 52 1,006 1.1 

経常利益   179 0.6  2,282 7.7  2,317 2.5 

Ⅵ 特別利益           

前期損益修正益 ※２ 181   201   216   

固定資産売却益 ※３ 2   33   10   

投資有価証券売却
益  297   －   319   

その他  11 493 1.5 27 263 0.9 12 559 0.6 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失           

前期損益修正損  67   22   82   

固定資産売却損 ※４ 24   41   61   

固定資産除却損 ※５ 49   26   57   

投資有価証券売却
損 

 23   －   23   

損害賠償金  －   48   －   

その他  27 193 0.6 31 170 0.6 134 359 0.4 

税金等調整前中間
（当期）純利益   478 1.5  2,375 8.0  2,516 2.7 

法人税、住民税及
び事業税 

 98   89   140   

法人税等調整額  233 331 1.0 △54 35 0.1 704 845 0.9 

少数株主利益   19 0.1  － －  － － 

少数株主損失   － －  9 0.0  12 0.0 

中間（当期）純利
益   128 0.4  2,349 7.9  1,683 1.8 
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4-（３）.中間連結剰余金計算書 
 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）        

Ⅰ 資本剰余金期首残高   16,080  16,080  16,080 

Ⅱ 資本剰余金増加高        

１ 自己株式処分差益  － － 6 6 － － 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高   16,080  16,086  16,080 

        

（利益剰余金の部）        

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △668  698  △668 

Ⅱ 利益剰余金増加高        

１ 土地再評価差額金取
崩額 

 0  －  47  

２ 中間(当期)純利益  128 129 2,349 2,349 1,683 1,731 

Ⅲ 利益剰余金減少高        

１ 株主配当金  364  326  364  

２ 土地再評価差額金取
崩額  － 364 69 395 － 364 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高   △903  2,652  698 
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4-（４）.中間連結キャッシュ・フロー計算書 
 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

    

税金等調整前中間
（当期）純利益  478 2,375 2,516 

減価償却費  414 344 862 

貸倒引当金の増加・
減少（△）額  △170 △53 △323 

退職給付引当金の増
加・減少（△）額  △71 △27 △117 

その他引当金の増
加・減少（△）額  △102 △252 △467 

受取利息及び受取配
当金  △84 △84 △127 

支払利息  453 468 954 

持分法による投資損
失・利益（△） 

 △3 △2,542 △1,141 

有価証券・投資有価
証券売却損・益
（△） 

 △274 △23 △295 

有価証券・投資有価
証券評価損・益
（△） 

 1 － 1 

固定資産除売却損・
益（△）  72 34 107 

損害賠償金  － 48 － 

売上債権の減少・増
加（△）額  10,811 10,043 1,016 

未成工事支出金の減
少・増加（△）額  △11,564 △10,402 2,420 

たな卸資産の減少・
増加（△）額  1,254 △669 1,330 

仕入債務の増加・減
少（△）額  △7,756 △8,497 △2,572 

未成工事受入金の増
加・減少（△）額  6,680 8,203 △4,109 

その他資産の減少・
増加（△）額  2,005 1,855 1,878 

その他負債の増加・
減少（△）額  △4,481 △790 △2,629 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

その他  33 56 322 

小計  △2,303 87 △376 

利息及び配当金の受
取額 

 79 97 120 

利息の支払額  △477 △488 △952 

損害賠償金の支払額  － △48 － 

法人税等の支払額  △73 △96 △125 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △2,776 △448 △1,333 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー     

有形固定資産の取得
による支出  △295 △181 △545 

有形固定資産の売却
による収入  116 268 359 

投資有価証券の取得
による支出  △1,035 △83 △1,048 

投資有価証券の売却
による収入  1,266 259 1,610 

貸付けによる支出  △1,019 △904 △1,283 

貸付金の回収による
収入  3 75 6 

その他  101 2 467 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

 △863 △562 △434 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー     

短期借入金純増加・
減少（△）額  △1,486 △2,220 △1,174 

長期借入れによる収
入  6,074 3,757 6,389 

長期借入金の返済に
よる支出  △2,179 △2,606 △4,772 

社債の発行による収
入  1,898 1,279 1,898 

社債の償還による支
出  － △196 △196 

配当金の支払額  △365 △324 △366 

自己株式の取得によ
る支出  △1,707 △0 △1,707 
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前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日）

区分 
注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー  2,232 △311 69 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

 △2 0 △6 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加・減少（△）額 

 △1,409 △1,322 △1,705 

Ⅵ 現金及び現金同等物期
首残高  13,440 11,735 13,440 

Ⅶ 現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高  12,031 10,412 11,735 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社数 ５社 同左 連結子会社数  ５社 

 ㈱九創 新総建設㈱  

大丸防音㈱ ㈱都市空間 

㈱ヘルスエンタープライズ 

 ㈱九創 新総建設㈱  

大丸防音㈱ ㈱都市空間 

㈱ヘルスエンタープライズ 

 非連結子会社数 ２社  非連結子会社数 ２社 

 タイ若築㈱ ㈱レック  タイ若築㈱ ㈱レック 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

  非連結子会社は、いずれも小

規模会社であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等は、いず

れも連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしておりません。 

持分法適用会社数 持分法適用会社数 持分法適用会社数 ２．持分法の適用に関する事

項 関連会社 ３社 関連会社  ３社 関連会社  ３社 

  持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

 持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

 持分法適用の関連会社名並び

に持分法非適用の非連結子会社

名及び関連会社名は次のとおり

であります。 

 持分法適用の関連会社名 持分法適用の関連会社名 持分法適用の関連会社名 

 佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

 なお、佐藤工業㈱は、株式

を取得したため、当中間連結

会計期間から、持分法を適用

しております。 

佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

 

佐藤工業㈱ 田浦開発㈱ 

門司港開発㈱ 

 なお、佐藤工業㈱は、株式

を取得したため、当連結会計

年度から、持分法を適用して

おります。 

 持分法非適用の非連結子会社名 持分法非適用の非連結子会社名 持分法非適用の非連結子会社名 

 タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック タイ若築㈱ ㈱レック 

 持分法非適用の関連会社名 持分法非適用の関連会社名 持分法非適用の関連会社名 

 旭建設㈱ 旭建設㈱ 旭建設㈱ 

  上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しておりま

す。 

 上記の持分法非適用の非連

結子会社及び関連会社は、当

期純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても連結財務諸

表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日は当社

と同一であります。 

同左  連結子会社の決算日は当社と同

一であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

有価証券の評価基準及び評価方法 有価証券の評価基準及び評価方法 有価証券の評価基準及び評価方法 (1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 同左 同左 

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております） 

同左 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ております） 

 時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 同左 同左 

 たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

たな卸資産の評価基準及び評価方

法 

 未成工事支出金 同左 同左 

 個別法による原価法   

 不動産事業等支出金   

 個別法による原価法   

 販売用不動産   

 個別法による原価法   

 材料貯蔵品   

 最終仕入原価法による原価法   

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産 (2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法  主として建物については定額

法、その他については定率法に

よっております。なお、耐用年数

及び残存価額については、法人税

法に規定する方法と同一の基準に

よっております。 

同左 同左 

(3）繰延資産の処理方法  社債発行費は、商法の規定に基

づき3年間で均等償却しておりま

す。 

同左 同左 

貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 (4）重要な引当金の計上基

準  債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は2,656

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は1,798

百万円であります。 

 債権の貸倒損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上して

おります。 

 なお、破産債権、更生債権等に

ついては、債権額から担保の評価

額及び保証による回収が可能と認

められる額を控除した残額を取立

不能見込額として債権額から直接

減額しており、その金額は1,805

百万円であります。 
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項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 賞与引当金 賞与引当金 賞与引当金 

  従業員賞与の支出に備えて、支

給見込額基準により計上しており

ます。 

同左 同左 

 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 完成工事補償引当金 

  完成工事の瑕疵補修費の支出に

備えて、将来の見積補修額を計上

しております。 

同左 同左 

 退職給付引当金 退職給付引当金 退職給付引当金 

  従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

 なお、過去勤務債務は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

 また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 従業員及び執行役員の退職給付

に備えて、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、過去勤務債務は、各連結

会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法により

費用処理しております。 

また、数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法に

より按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 

 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 役員退職慰労引当金 

  当社は、役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

同左  当社は、役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 開発事業損失引当金 

  開発事業取引に関して、将来発

生する可能性のある損失に備え

て、契約条件、開発計画等を検討

し、損失見込額を計上しておりま

す。 

同左 同左 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

 金利スワップはその要件を満た

しているため特例処理を採用して

おります。 

同左 同左 



－  － 
 

17 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上基準 (7）その他中間連結財務諸

表(連結財務諸表)作成

のための重要な事項 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

10億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は8,804百万円でありま

す。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

５億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は9,259百万円でありま

す。 

（会計処理の変更） 

従来、「工期１年以上かつ請負

金額10億円以上」の工事について

工事進行基準を採用しておりまし

たが、当中間連結会計期間におけ

る新規受注工事より、「工期１年

以上かつ請負金額５億円以上」の

工事に適用範囲を変更いたしまし

た。この変更は、経済環境の変化

に伴い受注工事の請負金額が小型

化しており、今後もその傾向が継

続すると見込まれることから、期

間損益計算の更なる適正化を図る

ために行ったものであります。 

なお、当中間連結会計期間にお

けるこの変更による影響はありま

せん。 

 完成工事高の計上は、工事完成

基準を採用しておりますが、長期

大型（工期１年以上かつ請負金額

10億円以上）の工事については、

工事進行基準を採用しておりま

す。 

 なお、工事進行基準によった完

成工事高は17,391百万円でありま

す。 

 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税に相当す

る額の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

同左 同左 

５．（中間）連結キャッ

シュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３か月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 
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注記事項 
（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

※１ このうち、下記のとおり担保に供して

おります。 

(1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 (1）(イ）担保差入資産 
 

 百万円 

販売用不動産 374 

建物 853 

土地 1,545 

自己株式 44 

計 2,818 
  

 
 百万円 

販売用不動産 197 

建物 844 

土地 1,545 

  

計 2,588 
  

 
 百万円 

販売用不動産 197 

建物 856 

土地 1,545 

自己株式 44 

計 2,644 
  

(ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 (ロ）担保付債務 
 

 百万円 

短期借入金 100 

長期借入金 4,541 

（１年以内返済予定額を含む） 
  

 
 百万円 

長期借入金 4,293 

（１年以内返済予定額を含む） 

 
  

 
 百万円 

短期借入金 100 

長期借入金 3,837 

（１年以内返済予定額を含む） 
  

(2）上記の他、定期預金115百万円を第三

者の借入金115百万円の担保に供して

おります。 

(2）上記の他、定期預金96百万円を第三者

の借入金96百万円の担保に供しており

ます。 

(2）上記の他、定期預金96万円を第三者の

借入金96百万円の担保に供しておりま

す。 

２ 保証債務 ２ 保証債務 ２ 保証債務 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 

 連結会社以外の下記の相手先の金融機

関等からの借入に対し、債務保証を行っ

ております。 
 

 百万円

門司港開発㈱ 2,378 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

2,800 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

358 

その他 229 

計 5,765 
  

 
 百万円

門司港開発㈱ 2,220 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

2,470 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

338 

その他 179 

計 5,208 
  

 
 百万円

門司港開発㈱ 2,299 

北九州市吉志土地区画
整理組合 

2,800 

全国漁港漁村振興漁業
協同組合連合会 

338 

その他 229 

計 5,667 
  

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 門司港開発㈱への保証債務の一部は連

帯保証であり、当社負担額を記載してお

ります。 

 
３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

百万円

  受取手形割引高 261 

受取手形裏書譲渡高 270 
  

 
３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

百万円

  受取手形割引高 248 

  
  

 
３ 手形割引高及び裏書譲渡高 

百万円

  受取手形割引高 279 

受取手形裏書譲渡高 42 
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（中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 

※１ このうち、主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。 
 

 百万円 

従業員給料手当 572 

賞与引当金繰入額 87 

退職給付費用 97 

役員退職慰労引当金繰入額 28 

地代家賃 233 
  

 
 百万円 

従業員給料手当 555 

賞与引当金繰入額 62 

退職給付費用 89 

役員退職慰労引当金繰入額 21 

地代家賃 220 
  

 
 百万円

従業員給料手当 1,166 

賞与引当金繰入額 102 

退職給付費用 179 

役員退職慰労引当金繰入額 51 

地代家賃 456 
  

※２ このうち、主なものは次のとおりであ

ります。 

※２ このうち、主なものは次のとおりであ

ります。 

※２ このうち、主なものは次のとおりであ

ります。 
 

 百万円 

貸倒引当金戻入額 156 
  

 
 百万円 

貸倒引当金戻入額 159 
  

 百万円 

貸倒引当金戻入額 173 
 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 

※３ 固定資産売却益の内訳は、次のとおり

であります。 
 

 百万円 

機械・運搬具・工具器具

備品 

1 

 

その他 1 

合計 2 
  

 
 百万円

土地 

機械・運搬具・工具器具備品 

32 

0 

 

合計 33 
  

 百万円 

土地 

その他 

8 

2 

合計 10 
 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は、次のとおり

であります。 
 

 百万円 

建物・構築物 11 

土地 12 

その他 0 

合計 24 
  

 
 百万円 

船舶 22 

土地 18 

その他 0 

合計 41 
  

 
 百万円 

建物・構築物 33 

土地 23 

その他 4 

合計 61 
  

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 

※５ 固定資産除却損の内訳は、次のとおり

であります。 
 

 百万円 

建物・構築物 47 

その他 2 

合計 49 
       
 ６ 当グループの売上高は、通常の営業の 

 形態として、連結会計年度の上半期の売上 

 高と下半期の売上高との間に著しい相違が 

 あり、上半期と下半期の業績に季節的変動 

 があります。 

 
 百万円 

建物・構築物 25 

その他 1 

合計 26 
       
 ６       同左 

 
 百万円 

建物・構築物 48 

機械・運搬具・工具器具備品 7 

その他 0 

合計 57 
  

───── 
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成15年９月30日現在） （平成16年９月30日現在） （平成16年３月31日現在） 
 
 百万円 

現金預金勘定 12,173 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△167 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資（流動資産の「その
他」） 

25 

現金及び現金同等物 12,031 
  

 
 百万円 

現金預金勘定 10,560 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△148 

現金及び現金同等物 10,412 
  

 
 百万円 

現金預金勘定 11,858 

預入期間が３か月を超え
る定期預金 

△148 

取得日から３か月以内に
償還期限の到来する短期
投資（流動資産の「その
他」） 

25 

現金及び現金同等物 11,735 
  

 

 

 

（リース取引関係） 
ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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（有価証券関係） 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

種類 中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

その他 2 2 0 － － － 2 2 0 

合計 2 2 0 － － － 2 2 0 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

中間連結貸
借対照表計
上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対
照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

株式 4,371 4,736 365 4,241 5,655 1,413 4,303 6,126 1,823 

合計 4,371 4,736 365 4,241 5,655 1,413 4,303 6,126 1,823 

 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結（連結）貸借対照表計上額 

(1）満期保有目的の債券 

種類 
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

非公募特別債（百万円） 254 － － 

その他（百万円） － 2 － 

 

(2）その他有価証券 

種類 
前中間連結会計期間末 
（平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成16年３月31日） 

非上場株式（店頭売買株式を除く）
（百万円） 1,325 1,347 1,326 

その他（百万円） 25 － 25 

 

 

 

（デリバティブ取引関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 当社及び連結子会社は、特例処理

を採用している金利スワップ以外に

デリバティブ取引を行っていないの

で、該当事項はありません。 

同左 同左 
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（セグメント情報） 
【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成15年４月１日～平成15年９月30日） 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 28,606 3,353 31,959 － 31,959 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 26 42 68 （68） － 

計 28,632 3,395 32,028 （68） 31,959 

営業費用 28,681 2,855 31,536 （68） 31,467 

営業利益（△損失） △48 539 491 － 491 

 

当中間連結会計期間（平成16年４月１日～平成16年９月30日） 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 27,609 2,098 29,708 － 29,708 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 28 58 87 （87） － 

計 27,638 2,156 29,795 （87） 29,708 

営業費用 28,297 1,433 29,731 （87） 29,644 

営業利益（△損失） △659 723 64 － 64 

 

前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

 
建設事業 
（百万円） 

不動産事業等 
（百万円） 

計（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 86,661 6,660 93,322 － 93,322 

(2）セグメント間の内部売上高
又は振替高 － 214 214 （214） － 

計 86,661 6,874 93,536 （214） 93,322 

営業費用 85,496 6,108 91,605 （214） 91,391 

営業利益 1,165 765 1,930 － 1,930 

 （注） 事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

(1）事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2）各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業等：不動産の賃貸・販売・管理に関する事業他 
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【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成15年４月１日～平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（平成16年４月１日

～平成16年９月30日）及び前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

 在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（平成15年４月１日～平成15年９月30日）、当中間連結会計期間（平成16年４月１日

～平成16年９月30日）及び前連結会計年度（平成15年４月１日～平成16年３月31日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

 


